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注意事項
■著作権及びその他すべての知的所有権
・「セキュリティ投資・コスト回収検討のためのモデルCRA対応を例として（以下、「本作品」）」に関する著作権及びその他すべての知的所有権は、「情報処理推進機構 産業サイバーセキュリティセンター 中核⼈材育成プログラム９期⽣ ＜セキュリティ投資・コスト回収検討のためのモデルCRA対応を例として＞プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）」に帰属します。

■免責事項
本プロジェクトは、本作品について品質的にも法律的にも何らの保証もしません。
また、本プロジェクトは、本作品の使⽤に起因して⽣じたすべての直接的、間接的、
付随的⼜は結果的損害、利益の損失等に関し、法的原因の如何を問わず何らの責任も
負いません。
本資料においてモデルケースとしたRegulation (EU) 2024/2847 　Cyber Resilience Act （以後CRA）条文、解釈、ガイダンスについては、必ず最新版を確認してください。
本資料の項目は、CRA対応を例にしてコスト可視化と回収を目的としています。代表的な項目を抜粋・整理したものでありすべての条文、製品別・業界別の詳細要件を網羅的に保証するものではありません。本資料は、 セキュリティコスト発生タイミング可視化と回収に関する考え方の一助として提供するものであり、 CRA対応の法的解釈または法的助言を提供するものではありません。最終的な上市判断、契約判断、法務判断は、各社の責任において行ってください。自社の製品分類、サポート期間、販売形態、OSS利用状況等に応じて、必要な確認・調整を行ってください。本資料の利用により生じた損害等について、作成者は責任を負いかねます。
本書の有効期限は，発⾏⽇から２年間とします。

■注意事項
本作品の内容は本プロジェクトの見解に基づいております。
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）および作成者の所属企業の見解を反映するものではありません。
■利用条件・範囲
・本作品は、個⼈、法⼈組織における⾮営利、⾮商業的態様での（セキュリティインシ
デント対応訓練または従業員のシステムセキュリティ教育）⽬的でのみ、かつ健全な社
会通念に反しないことを条件として、本書⾯の定めに従って事前連絡せずに無償で使
⽤出来るものとします。その他の利⽤（内容の改変等を含みます）は⼀切認めません
ので、その場合には改めて本プロジェクト及び上記各イラスト制作者等の許諾を得る
必要があります。
・本作品は、顧客サービス等と組み合わせて使⽤することは出来ないものとします。
最新情報の確認：CRA（サイバーレジリエンス法）の条文、解釈、ガイダンスについては、常に最新版を確認してください。
資料の目的と網羅性：本資料は、CRA対応を契機としたセキュリティコストの可視化および回収を主目的として、代表的な項目を抜粋・整理したものである。すべての条文、製品別・業界別の詳細な要件を網羅的に保証するものではありません。
法的解釈の免責：本資料は、セキュリティコストの発生タイミングの可視化と回収に関する考え方を支援するための参考情報であり、CRA対応における法的な解釈や助言を提供するものではありません。
最終判断の責任：最終的な上市判断、契約判断、法務判断は、各社の責任において実施してください。個別状況への適応：自社の製品分類、サポート期間、販売形態、OSSの利用状況等に応じて、必要な確認や調整を個別に行ってください。また損害等に関する留意事項：本資料は参考情報として提供するものであり、利用にあたっては各組織の責任で内容を確認し、必要に応じて専門家の助言を受けてください。
利用ツールについて：本資料およびプロジェクトの推進にあたり、以下のサービスを翻訳、文章作成・校正、およびデザインの補助として利用してます。
ChatGPT（文章作成・校正補助） / Claude Code（実装補助） / DeepL（翻訳補助）


1. はじめに
本書は、「セキュリティ投資・コスト回収モデル」に関する卒業プロジェクト全体の考え方を整理するための説明書である。本プロジェクトでは、セキュリティ対応に伴って発生する投資・費用を、対応内容、担当主体、発生タイミング、証跡、負担・回収の観点から整理し、実務上検討可能な形で可視化することを目的としている。
本プロジェクトでは、具体的な検討対象として Cyber Resilience Act（CRA, Regulation (EU) 2024/2847）への対応を用いている。ただし、本検討の主題はCRAの法的適合性判断ではない。CRAは、セキュリティ対応に伴う要求事項や対応内容を整理するための題材として利用している。
2. 本プロジェクトの背景
セキュリティ対応は、製品・サービスの企画、設計、開発、運用、保守の各段階で継続的に発生する。一方で、その費用は開発費、運用費、外部委託費、法令対応費、教育費、監査費などに分散しやすく、どの対応によって発生した費用なのかを後から追跡することが難しくなりがちである。
また、セキュリティ対応は単一部門だけで完結しない。開発、品質保証、セキュリティ、法務、調達、営業、経理・管理部門などが関与し、部門ごとに負担する作業や費用の見え方が異なる。そのため、対応そのものの必要性は理解されていても、投資判断や費用回収のための情報が整理されないまま進むことがある。
こうした課題の背景には、規制環境の急速な変化がある。EUでは2024年にCyber Resilience Act（CRA, Regulation (EU) 2024/2847）が成立し、デジタル要素を持つ製品の製造業者に対して、企画・設計から上市後のサポート終了まで、製品ライフサイクル全体を通じたセキュリティ対応と証跡保持が義務づけられた。同規制では、脆弱性対応・インシデント通知・アップデート提供にかかるコストを製品ライフサイクルの中で明確に設計することが前提となっているが、各要求に対するコスト負担の設計指針は提示されていない。製造業者が「どの対応が、どの段階で、どの費用として発生し、どこから回収できるか」を設計するためのツールが十分に整備されていないことが、実務上の障壁となっている。
3. 本プロジェクトの目的
本プロジェクトの目的は、セキュリティ対応に関する投資・費用を、実務者が記入・確認できる単位に分解し、組織内で共有・分析できる形に整理することである。単に費用額を集計するのではなく、費用が発生する背景、対応内容、担当主体、発生フェイズ、証跡との関係を明確にすることを重視している。
どの要求・対応によって費用が発生するのかを整理する。
誰が対応し、誰が負担し、誰が判断するのかを可視化する。
費用が企画・検討、設計・開発、上市後のどの段階で発生するのかを整理する。
対応内容と証跡を関連付け、後から説明可能な状態にする。
セキュリティ対応費用の負担・回収を検討するための基礎情報を作る。
本フレームワークが実現すべきことは、セキュリティ対応費用を経営判断の情報として活用できる構造を構築することである。対応の完了・未完了だけでなく、なぜ・誰が・いつ・どの区分で・どこから回収するかという軸で情報を整理することで、組織内の複数部門がセキュリティ投資について共通言語で議論できる状態を目指した。
4. プロジェクトの意義
本プロジェクトが取り組む課題には、二つの層の意義がある。
第一に、規制適合の実務支援という意義である。CRAをはじめとするサイバーセキュリティ規制は、製品の設計・開発・運用にわたる幅広い義務を課す一方で、各要求に対するコスト負担の設計指針は提示していない。製造業者が規制に対応しようとする場合、まず「何を対応しなければならないか」を要求事項として整理し、次に「誰が・いつ・どの費用区分で対応するか」を設計する必要がある。本プロジェクトは、この二段階のプロセスを支援するフレームワークを提供することで、規制対応の実務負荷を軽減し、対応の透明性を高めることを目指した。
第二に、セキュリティ投資の経営的可視化という意義である。セキュリティ対応費用は、多くの組織において「コストセンター」として扱われがちであり、投資対効果や回収可能性の観点から分析されることが少ないのが実情である。しかし、CRAのような規制においては、製品価格や保守契約を通じた費用回収が制度的に想定されているケースもある。本フレームワークが整理するコスト回収モデル（P0：内製・回収困難、P1：製品価格への転嫁、P2：保守契約による回収）は、セキュリティ対応費用を経営判断の情報として活用するための基礎を提供する。
本プロジェクトにおいてはセキュリティ対応コストの構造化・可視化・意思決定支援を目指している。
5. プロジェクトの要件
本プロジェクトにおいて提案するフレームワークは、以下の要件を満たすことを前提として設計されている。
条文・規格との対応が明確であること。各対応項目は元となる要求事項（条文番号、規格番号等）と対応づけられており、出典を追跡可能であること。
複数部門が同じ粒度で情報を共有できること。実務担当者・管理者・法務・セキュリティ部門が共通の項目単位で対応状況を確認・議論できること。
投資判断に活用できる形式であること。各対応項目に発生タイミング・担当主体・コスト区分・回収先の情報が付与されており、費用の構造分析が可能であること。
証跡管理と連携可能であること。対応内容と証跡（設計書・テスト結果・承認記録等）を関連づけ、後から説明可能な状態にできること。
組織・製品ごとの調整が可能であること。テンプレートを起点として、各組織の業務プロセス・会計方針・製品特性に応じて内容を調整できること。
これらの要件は、各組織が自社の状況に合わせてカスタマイズしながら利用できるベースラインを作り提供するという設計方針に基づいて作成した。
6. 検討対象とスコープ
本プロジェクトでは、デジタル要素を含む製品・サービスに関するセキュリティ対応を主な検討対象とする。特に、要求事項が条文や規格、契約、社内基準などとして外部化されている場面を想定し、それらを実務上の対応項目に落とし込むことを重視している。
一方で、本モデルは特定企業における最終的な会計処理、価格転嫁、法的適合性の判定、監査意見を直接示すものではない。実際に利用する場合は、各組織の会計方針、契約条件、製品特性、リスク評価、法務判断に合わせて調整する必要がある。
7. 課題認識
本プロジェクトで扱う中心的な課題は、セキュリティ対応コストが実務上どこに発生し、誰が負担し、どのタイミングで計上・回収されるのかが見えにくいことである。対応が必要であること自体は認識されていても、その対応がどの部門の作業として発生し、どの費目に現れ、どの証跡に基づいて説明できるのかが整理されない場合がある。
要求事項と具体的対応の関係が曖昧になりやすい。
初期費用とランニングコストの区別が後から追いにくい。
担当主体、費用負担主体、意思決定主体が一致しない場合がある。
証跡が散在し、対応済みであることを説明しにくい。
規制対応や顧客要求への対応が、投資判断の情報として再利用されにくい。
特に、CRAのような製品ライフサイクル全体にまたがる規制への対応では、企画段階でのコスト試算と上市後の継続コストが連動している。しかし、企画段階で担当主体・費用区分・回収方針まで設計するための統合的な枠組みが整備されていないことが多く、対応が後手に回りやすい構造がある。本プロジェクトは、こうした課題に対し、要求事項を対応項目単位に分解し、コスト・証跡・主体情報を一体的に管理する仕組みを提案する。
8. 提案するフレームワークの概要
本プロジェクトでは、セキュリティ対応を「要求」「対応」「主体」「タイミング」「証跡」「コスト」の観点で整理するフレームワークを提案する。各対応項目をカード化し、実務者が自社の対応状況、証跡、担当者、発生タイミングを記入できるようにすることで、対応状況の確認とコスト分析を同時に行える形を目指している。
	観点
	整理する内容

	要求
	条文、規格、契約、社内基準などから導かれる要求事項。

	対応
	要求を満たすために実施する実務上の対応内容。

	主体
	担当部署、責任者、費用負担部門、確認者など。

	タイミング
	企画・検討、設計・開発、上市後のどの段階で発生するか。

	証跡
	設計書、テスト結果、契約書、運用記録、承認記録など。

	コスト
	初期費用、ランニングコスト、外部委託費、教育費、監査費など。



9. CRAを題材として用いる理由
CRAを題材として用いる理由は、セキュリティ対応に関する要求が製品ライフサイクル全体にまたがっており、要求事項、対応内容、証跡、担当主体、発生タイミングを整理する題材として適しているためである。CRAは、製品の上市前だけでなく、上市後の脆弱性対応、アップデート、情報提供なども含むため、セキュリティ対応コストの発生構造を検討するうえで有用である。
ただし、本プロジェクトはCRA対応そのものを完了させるための法務文書ではない。CRAはくまで、セキュリティ対応に伴う費用発生・担当・証跡を整理するためのモデルケースである。実際の適合性判断や法的解釈は、原文、公式資料、専門家判断に基づいて行う必要がある。
10. 成果物の構成

本プロジェクトでは、一覧管理、入力、条文確認、説明の役割を分けるため、複数の成果物を組み合わせて構成している。単一のファイルにすべてを詰め込むのではなく、利用場面ごとに役割を分担させることで、実務者が必要な情報にアクセスしやすい構成としている。
	成果物
	位置づけ

	セキュリティ投資・コスト回収検討モデル管理カード（xlsx形式）
	対応項目、分類、担当主体、フェイズ、コスト区分などを一覧で管理する台帳。

	セキュリティ投資・コスト回収検討モデル記入用カード(pptx形式)
	項目ごとの入力カード、条文確認カード、説明スライドを含む実務者向け資料。

	本書
	プロジェクト全体の背景、目的、成果物、使い方、留意事項を説明する文書。


11. 各成果物の役割
各成果物は、同じ情報を別の形式で持つのではなく、それぞれ異なる利用目的を持ち。Excelは一覧性と管理性、PPTXは入力・説明のしやすさ、本書はプロジェクト全体の説明を担う。
Excelは、項目の追加、修正、分類、フィルタリング、集計を行うための管理台帳である。
PPTXは、実務者が項目ごとに対応内容や証跡を書き込むためのカード型資料である。
12. フレームワークの利用方法
本フレームワークは、要求事項を確認し、対応項目に分解し、担当主体と発生タイミングを設定し、証跡とコスト情報を紐づける流れで利用する。最終的には、対応状況の確認だけでなく、費用発生の構造や投資判断に必要な情報を整理することを目指す。
対象となる要求事項を確認し、対応項目として整理する。
対応項目ごとに、担当主体、責任者、対象製品・サービスを設定する。
対応が発生するフェイズを、企画・検討、設計・開発、上市後の観点で整理する。
自社の現在の対応、判断結果、証跡、確認者、確認日を記入する。
対応に伴う費用を、初期費用、ランニングコスト、外部委託費などに分類する。
未対応項目、要確認項目、費用負担が不明な項目を抽出し、追加検討につなげる。
13. 入力・分析・管理の考え方
入力時には、単に対応済みかどうかを記録するだけでなく、誰が、いつ、何を根拠に判断したのかを残すことが重要である。これにより、後から対応状況を説明するだけでなく、どの対応にどの程度のコストが発生しているのかを分析しやすくなる。
	観点
	確認すること

	入力
	対応内容、担当主体、証跡、確認者、確認日を記入する。

	分析
	発生フェイズ、コスト区分、負担主体、未対応項目を集計・比較する。

	管理
	元データ、生成資料、確認履歴、レビュー履歴を分けて管理する。

	更新
	条文、規格、社内方針、製品仕様の変更に応じて項目を更新する。



14. 想定利用者
本フレームワークは、単一の担当者だけで利用するものではなく、複数部門が共通の観点で対応状況と費用発生を確認するためのものである。利用者ごとに見るべき観点が異なるため、入力者、確認者、分析者、意思決定者の役割を分けて考える必要がある。
	利用者
	主な関心

	実務担当者
	自部門で行う対応内容、証跡、未対応項目を確認する。

	管理者・責任者
	対応状況、担当分担、判断結果、リスクを確認する。

	分析者
	発生タイミング、費用区分、負担主体、回収可能性を分析する。

	意思決定者
	投資判断、優先順位、費用負担、回収方針を検討する。

	法務・セキュリティ部門
	要求事項、条文、規格、証跡の妥当性を確認する。



15. サンプル適用の考え方
本プロジェクトでは、CRA対応をサンプルとして用い、条文から導かれる要求、実務上の対応、担当主体、発生タイミング、証跡を整理している。これにより、抽象的なフレームワークを実際の要求事項に当てはめた場合に、どのような情報が必要になるかを確認できる。
長文の条文については、PPTX上では全文を無理に収めるのではなく、主要部分の抜粋、抄訳・要約、参照先を示す形とする。本成果物を使用する際にはかならず原文を参照する運用とし、スライド上の日本語は実務確認のための確認用訳・要約として扱う。
16. 留意事項・限界
本プロジェクトの成果物は、セキュリティ対応に伴う投資・費用を整理するための検討用資料である。特定法令への適合性、会計処理、契約上の責任分担、価格転嫁の可否を確定するものではない。
CRAの日本語訳は確認用であり、公的訳ではない。
法的判断が必要な場合は、必ず原文、公式資料、専門家判断を確認する必要がある。
コスト区分や発生タイミングは、組織の会計方針や業務プロセスにより変わる。
本モデルは、全ての製品・サービスにそのまま適用できるものではなく、利用組織ごとの調整が必要である。
サンプル入力は、利用方法を示すための例であり、実際の対応完了を意味するものではない。
17. 今後の課題
今後は、フレームワークの入力例を増やし、実際の組織で利用する場合の担当主体、費用区分、発生フェイズ、証跡管理方法をさらに具体化する必要がある。また、複数部門で利用する場合のレビュー手順、更新履歴管理、分析指標の設計も課題となる。
入力例を追加し、実務者が記入しやすい粒度を検証する。
発生フェイズと担当主体の分類を、組織ごとの業務プロセスに合わせて調整する。
費用区分、負担主体、回収可能性を分析するための集計項目を整理する。
CRA以外の規格、契約、社内基準にも適用できるかを検証する。
成果物の更新手順、版管理、レビュー手順を文書化する。
他の規制・規格（IEC 62443、ISO/IEC 27001、NIS2等）への適用可能性を検証し、フレームワークの汎用性を高める。
コスト回収モデル（P0/P1/P2）の実務適用事例を蓄積し、製品タイプ別の典型パターンを整理する。
複数部門の同時利用を想定したワークフロー（担当割り当て、承認フロー、レビュー依頼）の設計を検討する。
これらの課題に取り組むことで、本フレームワークは個別のCRA対応ツールから、より広範なセキュリティ投資管理の基盤へと発展させることができる。将来的には、組織横断的な対応状況の集計・可視化や、投資対効果の定量分析にも応用できる可能性がある。
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